
文部科学省 緊急対策パッケージ
（第２弾）
令和２年５月27日

※同日閣議決定した令和２年度第２次補正予算案の取組を中心に、
予算事業以外の事項も含めて、支援の概要をまとめました。



新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によるアルバイト収入の減少や家計の急変により、修学の継続が困難
となる方が、学校への進学や修学を断念することがないよう、多様な経済的支援のメニューで後押しします。また、
貸与型奨学金の返還が困難となった方への負担軽減等にも取り組みます。

生活に困っている学生・生徒等への支援 （※下線部は、令和２年度第２次補正予算案・予備費における措置）

１

経済的な困難に直面している学生等への支援

アルバイト収入の激減等により困難に直面している学生等の「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』を新たに創設しました。
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/mext_00686.html

高等教育の修学支援新制度や、日本学生支援機構（JASSO）の貸与型奨学金において、今般の新型コロナウイルス感染症の影響を受け
て家計が急変した場合は、それを加味した所得見込みで支援の判定を行うこととしています。
日本学生支援機構（JASSO）の貸与型奨学金の返還が困難な者に対し、 返還期限猶予や減額返還等の支援を行います。
経済団体等へ就職活動中の学生への十分な情報提供や卒業学生等の採用内定取消し防止等を要請するとともに、大学等へ学生への支援
をお願いしています。
家計が急変した世帯の児童生徒に対して、授業料減免や高校生等奨学給付金を通じた支援を実施することとしています。特に、授業料負担
が大きな私立高等学校等については、授業料減免支援の充実を図ります。

新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変し、困窮する学生に対して、経済的理由により学びを断念することがないよう、各大学・高専・
専門学校が独自に授業料減免を行った場合に、国として緊急支援します。この際、私立大学については、私立大学等経常費補助金の補助率
を２／３に引き上げます。
入学料等初年度納付金や授業料等の納付が経済的に困難な学生等に対して納付時期の猶予等の弾力的な取扱いを図るなどきめ細かな配
慮を、またやむを得ない事情によって授業料等を期限までに納入できなかった学生等に不利益が生じることのないよう、柔軟かつきめ細かな対応を
、各大学に要請しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により、国からの帰国要請に基づき一時帰国している日本人学生等に対し、渡航支援金を支給することで
海外留学を支援します。

各大学・高専・専門学校における困窮学生への緊急支援

海外留学から一時帰国した日本人学生等への渡航支援



※なお、地方独自の取組や一部の国庫補助事業の地方負担分については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用が可能です。
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/rinjikoufukin/index.html

社会全体が、長期間にわたり新型コロナウイルス感染症とともに生きていかなければならない状況であることを踏
まえ、感染症対策と子供たちの健やかな学びの保障を両立し、学校教育ならではの学びを最大限進めることがで
きるよう、必要な人的・物的支援等を進めます。

子供たちの学びの保障

【初等中等教育段階】 教育体制の緊急整備

２

（※下線部は、令和２年度第２次補正予算案における措置）

（人的・物的体制の整備について）
加配教員、学習指導員等の大規模追加配置（人的体制の整備）、全ての小中高等学校等に対する学校再開支援経費（物的体制の整備）
を支援します。

学級を２つに分けるなど分散登校等を行う場合

教員加配

スクール・
サポート・
スタッフ

学習
指導員

左記以外の状況

人
的
体
制
の
整
備

物
的
体
制
の

整
備

• 文部科学省「学校・子供応援サ
ポーター人材バンク」

• 教育実習の弾力化
• 学習指導員採用に係る資格要件
の緩和、臨時免許状・特別免許
状の活用 等

退職教員、学習塾講師、大学生、NPO
等教育関係者、地域の人材を雇用

人材確保策

校長の判断で感染症対策や
学習保障等に必要な取組を
迅速かつ柔軟に実施するた
めの経費を支援

感染症
対策等

学習
保障

• 消毒液
• 非接触型体温計
• 換気対策備品
• 給食調理員の熱中症対策 等

• 教材
• 空き教室活用備品
• 電話機（増設） 等

※ 医療的ケアを必要とする児童生徒等が在籍する学校におい
ては、地域の感染状況に応じて、学校医等に受入体制を相
談するなどし、看護師を適切に配置【既定予算の活用】

地域の感染状況に応じて、最終学年を少人数編成し、授
業時間を確保

地域の感染状況に応じて、スクール・サポート・スタッフの未配置校には１名程度を追
加配置し、授業準備や保護者への連絡、健康管理等に係る業務を補助（当初予算と合わ
せて全小中学校へ配置（５学級以下の小規模校を除く））

地域の感染状況に応じて、学習指導員を追加配置し、学級担任等の補助を通じて
きめ細かな指導を実施

1校当たり２～３名程度 1校当たり１～２名程度

SC
SSW等※

各学校の状況を踏まえ、必要に応じてスクールカウンセラー（SC）やスクールソー
シャルワーカー（SSW）を追加配置し、心のケア等を実施【既定予算の活用】

小中学校
小規模 中規模 大規模
100
万円

150
万円

200
万円

300
万円

高校
特支

支援イメージ※

※ 現時点でのイメージであり、確定しているものではない。



３

【初等中等教育段階】 ICT端末等を活用した家庭学習のための環境整備

「1人1台端末」の早期実現や、家庭でも繋がる通信環境の整備など、「GIGAスクール構想」におけるハード・ソフト・人材を一体
とした整備を加速することで、災害や感染症の発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTの活用により全ての子
供たちの学びを保障できる環境を早急に実現します。
「GIGAスクール構想」による、端末、LTE通信機器（モバイルルータ）、遠隔学習機器等について、

・自治体への補正予算交付決定を待たず遡りでの整備着手を可能とする措置
・文科省で全国の需要を把握したうえで供給メーカー等業界と連携
・迅速な調達を進めるための自治体への専門家による直接助言

等に加え、地方創生臨時交付金も活用しながら、８月には、特定警戒都道府県として指定された等優先すべき地域（13都
道府県）でICTを活用したオンラインによる家庭学習が全ての児童生徒に可能な環境を実現します。
低所得世帯の家庭学習を支えるための通信費について、要保護児童生徒援助費補助金、特別支援教育就学奨励費、高校

生等奨学給付金の特例的な追加支給により対応します。
「子供の学び応援サイト」において、学習支援動画等をワンストップで情報提供しています。

放送大学のＢＳ放送により、小中高校生向けの家庭学習に役立つ番組を全国で放送します。

【初等中等教育段階】 学校における感染症対策について
「新しい生活様式」を踏まえた、学校における新型コロナウイルス感染症対策に関する衛生管理マニュアルを作成し、提供しています。

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html
幼稚園におけるマスク・消毒液等の購入等、感染拡大防止に係る経費を支援します。
小学校・中学校・高等学校・特別支援学校・高等専修学校等へ布製マスクを配布するとともに、消毒液、非接触型体温計等の保健
衛生用品を購入する学校設置者を支援しています。
学校設置者による特別支援学校のスクールバスでの感染リスクの低減を図る取組（１台に乗車する幼児児童生徒の少人数化等）
を支援します。

（※下線部は、令和２年度第２次補正予算案における措置）



４

高等教育段階の支援

日本人学校の教育環境整備

日本人学校の児童生徒の学びの保障のため、児童生徒・教師に対する１人１台端末の整備やＩＣＴを活用した教育体制構築に関する実証
事業等を支援します。

（※下線部は、令和２年度第２次補正予算案における措置）

（遠隔授業の環境構築のさらなる加速について）
第１次補正予算に引き続き、各大学・高専・専門学校が遠隔授業を実施するために必要な環境整備を支援
します。これにより、実施のニーズがある全ての大学・高専・専門学校において、遠隔授業が実施できる環境の
構築を進めます。
学生の通信料の負担軽減については、各電気通信事業者が提供している携帯電話の通信容量制限等に係る
特別な支援措置の活用、上記補正予算を活用した貸与用モバイルルータの整備などの取組を支援します。
大学等における遠隔授業の準備及び実施にあたり、国立情報学研究所（NII）の「４月からの大学等遠隔授
業に関する取組状況共有サイバーシンポジウム」等と連携し、具体的好事例の情報収集及び周知を行います。

https://www.nii.ac.jp/event/other/decs/
（遠隔授業による学修の質の保証等について）

遠隔授業等の質保証に係る条件の明確化を図るとともに、実習等について、遠隔授業による代替、実施時
期の後ろ倒しや、感染対策を講じた上での授業の分散実施等の弾力的な取扱いが可能であることを具体的な
取組例とともに周知・徹底します。

【初等中等教育段階】 学びの保障のための教育活動について
年度当初に編成した教育課程を見直すことが必要な場合の考え方は以下のとおりです。
－登校日の設定、分散登校の実施、時間割編成の工夫、長期休業期間の見直し、土曜日の活用、学校行事の重点化や準備時間の縮減等によ

り、学校における指導を充実
－上記の取組を行ってもなお、年度当初に予定していた内容の指導を本年度中に終えることが困難な場合の特例的な対応

①次年度以降を見通した教育課程編成、②学校の授業における学習活動の重点化 ※参考となる資料を追って提供する予定です。
学習内容の振り返りのための教材（小６、中３）を文部科学省で作成します。
高校入試について、出題範囲や内容・方法について、地域における学習状況を踏まえ、必要に応じた適切な工夫を講じるなど、実施者である都道府
県教育委員会等に対して、令和３年度の高校入試における配慮を依頼しています。



大学病院への支援

大学病院・研究現場への支援
第二波、第三波の到来に備え、大学病院の機能強化を図るとともに、新型コロナウイルス感染症への対応により
減収が生じている大学病院の資金がショートしないように支援を行います。
また、新型コロナウイルス感染症対策のための研究基盤の一層の強化や、研究活動の自粛の影響を受けている
研究現場に対する支援に取り組みます。

５

（※下線部は、令和２年度第２次補正予算案における措置）

第二波、第三波の到来に備え、大学病院がその機能を発揮できるよう、医療従事者が診療に専念できる安心・安全の確保や医療機器
等の整備等を行います（「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（厚生労働省）」により支援）。

大学病院の減収による資金ショートを防ぐため、国立大学法人運営費交付金の前倒し支払い、附属病院を有する国立大学の短期借入
に対する利子助成制度の創設、私立大学の無利子融資（利子助成）を実施します。また、今後の収支実績も踏まえつつ、大学病院の
医療提供や教育研究活動に支障が生じることがないよう、支援の在り方を検討します。

研究現場への支援

競争的研究費制度において、申請・報告等の提出期限の延長等、各種手続について状況に応じた柔軟な対応を進め、配分機関の対応を含め
情報を一元的に集約し、ウェブサイトにて公表しています。
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/torikumi/mext_00638.html
科研費に関する手続に必要な書類（交付申請書、実績報告書等）の提出期限や、繰越金の日本学術振興会への返納期限を延長しました。
「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ））」、「研究活動スタート支援」の応募書類提出期限を延長しました。
科研費に関し当面必要な手続等に関するFAQを作成し、日本学術振興会のＨＰに公表しています。

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/data/faq.pdf

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う競争的研究費制度に関する対応について）



６

（上記以外の取組について）
大学や研究機関における子供向けコンテンツの公表や、新型コロナウイルス感染症に関す
る研究動向等の発信を促進します。

感染拡大の予防と研究活動の両立に向けたガイドライン

遠隔観察

（研究開発活動再開・継続の支援について）
博士課程学生等が研究活動を速やかに再開・継続できるよう、研究設備の遠隔化・自
動化によって実験等が可能となるような環境の整備を行います。具体的には、研究者か
らのニーズの高い、共用研究設備・機器について、遠隔利用や実験の自動化を推進す
るための設備・機器の導入等を支援し、学生・教職員等を新型コロナウイルス感染症の
脅威から守りつつ、研究活動の維持・強化を図ります。
国が戦略的に整備することが重要なバイオリソースについて、遠隔監視や自動化によ
る環境維持を支援することで、出勤自粛の影響下でも着実な維持・提供を図ります。
文部科学省ナノテクノロジー・プラットフォームでは、実施機関へ出張できない利用者に代
わって技術スタッフが試作や測定を行う「技術代行」による支援を実施しています。
感染拡大の予防に努めつつ研究活動を実施するにあたっての留意点、工夫例等をまとめ
た「感染拡大の予防と研究活動の両立に向けたガイドライン」を周知するなど、研究活動
の継続・再開に向けた支援を行います。

（新型コロナウイルスに関する研究開発等について）
スーパーコンピュータ「富岳」の試行的利用を一部前倒しするとともに、大学・国研のスパ
コンの計算資源活用の臨時公募を実施し、研究を推進しています。
理化学研究所において、研究者等向けに、効果的な治療薬開発のための施設利用や
データ等の供出等に係る情報を公表・発信しています。

（出典）ナノテクノロジー・プラットフォームＨＰ

（大学が持つPCR機器の活用について）
大学が持つPCR機器を活用して、新型コロナウイルス感染症の検査体制を拡大す
るため、検査への協力を行う大学に対する支援を行います。

（※下線部は、令和２年度第２次補正予算案における措置）

研究現場への支援



スポーツ・文化芸術活動が確実に未来につながるよう、現行の支援に加え、アスリート・芸術家等への支援や、
大会・イベントの開催支援に取り組みます。

スポーツ・文化芸術活動への支援

７

（※下線部緑枠は、令和２年度第２次補正予算案における措置）

スポーツ関係者への支援

STEP.１雇用維持・事業継続支援

○ 団体・個人向けの政府全体の支援策をスポーツ団体に提示
◆金融公庫等による緊急貸付・保証枠の拡充 ◆雇用調整助成金の特例措置の大幅な拡充
◆緊急小口資金の特例貸付 など

◆ 事業継続や生活に困る中小・小規模事業者等や全ての世帯に対する新たな給付金制度を創設

◆：政府全体の取組 ○：文部科学省・スポーツ庁の取組

STEP.２安全・安心な環境における
再開等の支援

○ スポーツイベントの感染症拡大防止対策（サーモメーター、消毒用アルコール等）の経費支援
○ 公立社会体育施設に対する換気扇・ファン・空気調和設備の整備のための改修
○ トップアスリートが安全・安心に利用できるようにするためのハイパフォーマンススポーツ
センターの空調設備更新等の感染症予防対策・相談体制の強化

STEP.３スポーツへの関心と熱意の
盛り上げ支援

○ スポーツイベントの継続的な顧客獲得のための広報経費の支援
○ スポーツによる地域活性化・交流イベントの開催経費の支援
◆ イベント・エンターテインメント事業を対象に、一定期間、官民一体型の消費喚起キャンペーン

を実施（イベント・エンターテインメントのチケットを購入した消費者に対し、割引・ポイント・クーポン券等を
付与する等）

○ イベント自粛や一斉休校による子供の運動不足解消のための運動機会創出プランの実施や
コンテンツの情報提供

スポーツの価値を
再び実感する社会へ

○ 放棄したチケットの払戻請求額分を寄附金控除対象とする税制改正

○ スポーツイベントの感染症拡大防止のための人件費(検温、誘導等)、会場費等の経費支援

○ スポーツ関係団体等の活動継続に向けた取組に対する新たな支援事業を創設

○ 中学・高校において中止となった部活動全国大会の代替地方大会の開催支援

◆ 地方創生臨時交付金による公立社会体育施設における使用料の減免等に対する支援



▶金融公庫等による緊急貸付・保証枠の拡充

▶雇用調整助成金の特例措置の拡充

▶公演を延期・中止した主催事業者に対して、今後実施する無観
客公演をはじめとするライブ公演の開催及びその収録映像を活用し
た動画の制作・海外配信の費用の一部を補助［経産省と連携］文化芸術団体の収益力強化

（最先端技術を活用した鑑賞環境等改善）

▶小口融資の拡大

文化施設が負担したキャンセル料への対応 文化施設の再開支援

▶事業継続に困っている中小・小規模事業者
等への支援（持続化給付金、家賃支援等）

▶全国全ての人々への新たな給付金
（特別定額給付金）

感染拡大の影響により、舞台芸術等の活動自粛を余儀なくされたフリーランスを含む実演家や
技術スタッフ等に対して活動の継続に向けた積極的取組等を支援します。

学校一斉休業で中止せざるを得なかった鑑賞教室や
子供の文化芸術体験活動を支援します。

動画制作・配信、教育コンテンツ等の制作支援
等による鑑賞環境・収益力強化等のモデルの
構築を行います（第１次補正の追加計上）。

生徒・アマチュアを含む芸術団体やフリーランスを含む
芸術家による公演・展示を全国開催します。

チケット払戻請求権放棄を寄附金控除とする
税制改正

子供たちの文化芸術の鑑賞・体験機会の創出

融資や給付金等の対応について（政府全体の取組）

感染拡大防止に向けた対応等により生じた
指定管理者制度を導入している施設のキャンセル等
による減収について、地方公共団体における適切な
運用を依頼します。

文化芸術に係るイベントの入場料等について観客
等が払戻請求権を放棄した場合には、当該放棄
した金額について、寄附金控除の対象とします。

▶は他省庁と連携する取組等

▶一定期間に開催されるイベント・エンターテインメント
のチケットを購入した消費者に対し、 割引・クーポン等を付与。

［経産省と連携］

自粛要請期 再開期
反転攻勢期

※具体的にどの制度が利用できるのか等、文化
芸術関係者の個別のニーズに応じた情報提供
等を行います。

※文化芸術をはじめとする幅広い業態の特殊性
も踏まえたものとなるよう協力します。

文化芸術関係者への支援

活動継続・技術向上等への支援

文化施設における感染症予防対策、混雑緩和策
としての時間制来館者システム導入を支援します。

相談窓口及び各事業の公募情報等は文化庁HPより
ご確認ください。

＜相談窓口＞ ＜公募情報＞＜税制情報＞

（独）日本芸術文化振興会に創設した文化芸術復興創造基金をはじめ、国民全体で文化芸術活動を支援する機運を醸成

（※下線部は、令和２年度第2次補正予算案における措置）

８

アートキャラバン

全国高等学校総合文化祭のweb開催をはじめ、文化部活動における発表の場の確保を積極的に推進

＜文化芸術復
興創造基金＞



各支援策等の窓口 文部科学省電話番号（代表）：03-5253-4111

生活に困っている学生・生徒等への支援

経済的な困難に直面している学生等への支援
（全体（下記以外の事項）について）高等教育局学生・留学生課（内線3050）
（家計が急変した高校生等への支援について）[国公立]初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム（内線3578）

[私立]高等教育局私学部私学助成課（内線2547）

各大学・専門学校における困窮学生への緊急支援

（国立大学について）高等教育局国立大学法人支援課（内線3760）
（私立大学について）高等教育局私学部私学助成課（内線2545）
（公立大学について）高等教育局大学振興課（内線3370）
（高等専門学校について）高等教育局専門教育課（内線2501）
（専門学校について）総合教育政策局生涯学習推進課（内線3280）

海外留学から一時帰国した日本人学生等への渡航支援 高等教育局学生・留学生課 留学生交流室（内線3360）

子供たちの学びの保障

初等中等教育段階の支援

【教育体制の緊急整備】
（教員の加配について）初等中等教育局財務課（内線2038）
（学習指導員等の配置について）初等中等教育局財務課（内線3704）
（学校再開支援経費（感染症対策等）について）初等中等教育局健康教育・食育課（内線2976）
（学校再開支援経費（学習保障）について）初等中等教育局教育課程課（内線2364）
【ICT端末を活用した家庭学習のための環境整備】
（全体（下記以外の事項）について）初等中等教育局情報教育・外国語教育課（内線2085）
（低所得世帯の家庭学習を支えるための通信費について）初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム（内線3578）
（子供の学び応援サイトについて）総合教育政策局生涯学習推進課（内線2972）
【学校における感染症対策】
（全体（下記以外の事項）について）初等中等教育局健康教育・食育課（内線2976）
（幼稚園について）初等中等教育局幼児教育課（内線2373）
（特別支援学校のスクールバスについて）初等中等教育局特別支援教育課（内線2430）
【学びの保障のための教育活動】
（全体（下記以外の事項）について）初等中等教育局教育課程課（内線2365）
（高校入試について）初等中等教育局児童生徒課（内線3291） ９



スポーツ・文化芸術活動への支援

スポーツ関係者への支援

Step.1 雇用維持・事業継続支援
（スポーツ関係団体等の活動継続に向けた取組に対する新たな支援事業について）

スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）（内線2045）
（団体・個人向けの政府全体の支援策について）関係省庁の施策について案内する事務連絡をHPに掲載しています。

https://www.mext.go.jp/content/20200401-mxt_kouhou02-000004520_02.pdf
（チケット払戻請求権放棄を寄付金控除とする税制改正について）

[観戦チケット] スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）（内線2686）
[イベント参加料] スポーツ庁健康スポーツ課（内線2688）
※「新たな給付金制度の創設」の経済産業省・総務省窓口についてはスポーツ庁HPにおいて掲載中です。

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/detail/jsa_00008.html

子供たちの学びの保障

高等教育段階の支援
（遠隔授業に必要な環境整備について）高等教育局専門教育課（内線2501）
（遠隔授業の質の保証について）高等教育局大学振興課（内線3338）

日本人学校の教育環境整備 総合教育政策局教育改革・国際課（内線2442）

大学病院への支援、研究現場への支援
大学病院への支援 高等教育局医学教育課（内線2578）

研究現場への支援

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う競争的研究費制度に関する対応について）
[競争的研究費制度] 研究振興局振興企画課競争的資金調整室（内線4014）
[科学研究費助成事業] 研究振興局学術研究助成課（内線4309）

（研究開発活動再開・継続の支援について）
[研究設備の遠隔化・自動化] 科学技術・学術政策局研究開発基盤課（内線4340）
[バイオリソース] 研究振興局ライフサイエンス課（内線4106）

［ナノテクノロジー・プラットフォーム］研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付（内線4178）
（大学が持つPCR機器の活用について）研究振興局学術機関課（内線4170）
（新型コロナウイルスに関する研究開発について）

[スパコンの活用]研究振興局参事官（情報担当）付計算科学技術推進室（内線4275）
[理化学研究所]研究振興局基礎研究振興課（内線4246）

（上記以外の取組について）科学技術・学術政策局政策課（内線3907）
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文部科学省電話番号（代表）：03-5253-4111

スポーツ・文化芸術活動への支援

スポーツ関係者への支援

Step.2 安全・安心な環境における再開等の支援
（スポーツイベントの感染症拡大防止のための人件費(検温、誘導等)、会場費等の経費支援）

スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）（内線3943）
（スポーツイベントの感染症拡大防止対策の経費支援について）

[全国規模のリーグ又は大会の主催者] スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当）（内線3943）
[地域スポーツコミッション] スポーツ庁参事官（地域振興担当）（内線3931）
[障害者スポーツ団体] スポーツ庁健康スポーツ課（内線3490）

（公立社会体育施設の改修について） スポーツ庁参事官（地域振興担当）（内線3934）
（ハイパフォーマンススポーツセンターの感染症予防対策等について） スポーツ庁競技スポーツ課（内線2678）
Step.3 スポーツへの関心と熱意の盛り上げ支援
（中学・高校において中止となった部活動全国大会の代替地方大会の開催支援）

スポーツ庁政策課学校体育室 （内線3777）
（スポーツイベントの広報経費支援について）

※Step.2の「（スポーツイベントの感染症拡大防止対策の経費支援について）」と同じ。
（地域活性化・交流イベントの開催経費の支援について）スポーツ庁参事官（地域振興担当）（内線3931）
（子供の運動機会創出等について）スポーツ庁健康スポーツ課（内線3939）
※「地方創生臨時交付金による公立社会体育施設における使用料の減免等に対する支援」の窓口についてはスポーツ

庁HPにおいて掲載予定です。

文化芸術関係者への支援

（活動継続・技能向上等への支援）文化庁参事官（芸術文化担当）（内線2823）
（全体（下記以外の事項）について）文化庁政策課（内線4463）
（指定管理者制度を導入している文化施設が負担したキャンセル料への対応について）

文化庁企画調整課（内線4833）
（文化施設の再開支援について）文化庁企画調整課（内線3056）
（最先端技術を活用した鑑賞環境等改善について）

［博物館］文化庁企画調整課（内線3056）
［文化芸術団体］文化庁参事官（芸術文化担当）（内線2084）

（アートキャラバンについて）文化庁参事官（芸術文化担当）（内線2084）
（子供たちの文化芸術の鑑賞・体験機会の創出について）文化庁参事官（芸術文化担当）（内線2835）
（チケット払戻請求権放棄を寄附金控除とする税制改正について）文化庁税制担当（内線4764）
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